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ＮＰＯ
法人

　昨年１２月１３日に、１９７２年以来国際関
係の安定に重要な役割を果たしてきた
対弾道ミサイルシステム制限条約（ＡＢＭ
条約）からの脱退（破棄）を米国のブッ
シュ大統領が宣言してから６ヶ月経っ
て、この ６月1３日にＡＢＭ条約は失効し
た。それに先立つ ６月６日、Ｄ．クシニッチ
下院議員（オハイオ州選出・民主党）は下
院に決議案を提出し、ＡＢＭ条約の脱退
について大統領は議会に承認を求める
べきことを訴えた。大統領は法律を変更
する権限がないのに、国際条約は法的
に国内法に優先するのだから、ＡＢＭ条
約からの脱退は大統領の専権事項では
なく、議会の承認を必要とする、というも

のである。形は行政府と立法府の権限
のバランスを求めるものだが、内容はも
ちろん、米国の覇権の確立のためにＡＢ
Ｍ条約を廃棄するというブッシュ政権の
方針に対する反対である。クシニッチ議
員は、かねてから宇宙空間への兵器の
配備、従って対弾道弾ミサイル防衛構想
に反対してきた人である。下院国際関係
委員会のハイド委員長（イリノイ州・共和
党）は、カーター大統領の台湾との防衛
条約破棄を引き合いに出し、ＡＢＭ条約
には終了の規定（締結国は「この条約に関
係して異常な事態が発生したとき」には６ヶ

月後に脱退できる）ことを挙げて決議案に

ＡＢＭ条約廃棄に反対
米下院議員３１人が提訴

５ページへつづくèu

ＭＰＩ提言
核軍縮の優先
課題
◆３ページ

国際ネットワーク

　核兵器廃絶に関してもっとも際だった
現象は、市民レベルの要求と政策との大
きな乖離である。最近の世論調査による
と、米国で７６％、英国で８４％、フランスで
９０％、ロシアで９１％、日本で９７％の市民
が、核兵器禁止条約を支持している。米
国の核態勢に見直しに見られる核兵器
への固執や、日本政府に見られる「核の
傘」依存は、民意と大きく離れた政策で
ある。
　国会議員は、市民と政策の間を橋渡
しする存在であることを考えると、核軍
縮過程への国会議員の積極的関与が
欠かせない。とくに、核不拡散条約（ＮＰ
Ｔ）を中心とする国際的な核軍縮・不拡

散過程への議員の関与が重要である。
　そこで２０００年以来、ＭＰＩとＰＧＡ（地球
的行動のための議員たち）が協議を重ね、
昨年ＭＰＩが中心となってＰＮＮＤ結成を

核軍縮議員ネットワークが誕生

　国際的な「核軍縮議員ネットワーク（ＰＮＮＤ）」の日本支部として、「核軍縮議員ネットワーク・日本」が誕
生した。超党派の１２人の国会議員が呼びかけ人となり、７月２４日に設立総会を開催する。国際ネットワー
クは、ＭＰＩ（中堅国家構想）が中心となって、昨年から本格的に世界的な形成を呼びかけてきた。ＮＧＯは支
援と調整の役割を行うという関わりであり、あくまでも議員自身のネットワークとして活性化することを期待
している。被爆国として、日本の議員が果たせる役割は大きい。

働きかけることになった。そのために、Ｍ
ＰＩの国際運営委員であったアラン・ウエ
ア（ニュージーランド）がコーディネーターと
なり、カレル・コステル（オランダ）がヨー

内の改革と外への発信
官僚主導政策からの脱却と市民との連帯に期待
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国会議員各位
　冠省。
　昨秋から暮れにかけて、私たちは、国際
的な超党派の「核軍縮議員ネットワーク（Ｐ
ＮＮＤ）」が形成されたことを知りました。核
軍縮の分野で国際的に著名なＮＧＯである
中堅国家構想（Middle Powers Initiative、
議長：カナダのダグラス・ロウチ上院議員）
が呼びかけたものです。ＰＮＮＤコーディネー
ターのアラン・ウェア氏と日本のＮＧＯ・ピー
スデポ代表の梅林宏道氏の訪問を受け、日
本におけるＰＮＮＤ設立の誘いがありました。
　ＰＮＮＤは、核兵器の危険を減らし、核軍
縮を前進させることに関心を持つ各国の国
会議員の超党派の国際フォーラムです。し
かし、軍縮問題に特定の政治的立場を採
るものではなく、むしろ、議員の皆さんに情
報と情報交換の場を提供するサービスとし
て機能し、それを基礎に議員有志の間で
共通の戦略協議の話し合いが行われるな
ど、新しい発展が生まれる交流の場となる
ことを期するものです。たとえば、次のような
資料をウェブサイト（www.pnnd.org）に載せ
て、議員の人たちが利用しやすくしていま
す。
　①主要な軍縮条約
　②各国の関連決議や法律
　③関連する国連決議
　④核兵器に関する国際司法裁判所の文
　　書
　⑤各国の議会での核軍縮関係議論

　１９９８年のインド・パキスタンの核実験、包
括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の行き詰ま

り、ミサイル防衛システムをめぐって高まる
核保有国間の緊張に見られるように、核兵
器による危険は続いています。テロリストの
米国攻撃は、テロリストが大量破壊の手段
に訴え、国家が報復のために核兵器の使
用や威嚇を行う可能性を高めており、核兵
器使用の危険が増していることを示してい
ます。
　このような時期に、被爆国日本の議員に
おいても世界の核軍縮の動向を知り、積極
的に核兵器廃絶へ日本の議員が果たす
べき役割を模索することは、極めて有意義
と考えます。ここに皆さんの積極的なご参
加を呼びかける次第です。

　１．国際的なＰＮＮＤは、インターネット・
ウェブサイトを中心とした、情報ネットワーク
であり、参加は無料です。その財政は、北米
とヨーロッパの財団の助成を毎年申請しな
がら運営されるとのことです。したがって、
情報の受信、発信はセルフサービスで行わ
れるのが原則です。必要なお手伝いは、Ｐ
ＮＮＤコーディネーターであるアラン・ウェア
氏、東アジア・コーディネーターである梅林
宏道氏が担います。

　２．しかし日本の場合、どうしても言葉の
問題が生じますので、ＮＧＯの協力を得な
がら、最低限の日本語の情報ネットワークを
維持したいと思います。具体的な方法は、
参加者のご意見と財政の実状とに照らしな
がら発展させます。「核軍縮議員ネットワー
ク・日本」（ＰＮＮＤ　ＪＡＰＡＮ)と呼ぶことにし
ます。

　３．日本での活動を支えるために月額５０
０円の会費を徴収します。

　４．会費の出納、諸調整の窓口として、
「核軍縮議員ネットワーク・日本」の事務局
を、当面、河野太郎事務所（衆議院第二議
員会館２０６号室）に置きます。その他、別紙
規約（案）のような内容の運営を考えていま
す。

　なお、ＰＮＮＤは、中堅国家構想（ＭＰＩ）と
「地球的行動のための議員連盟（ＰＧＡ）」に
よって試験的に開始されましたが、２００１年
にＭＰＩによって本格的な設立を見たという
経過があります。今後とも、ＰＧＡや「国際的
軍縮促進議員同盟（ＰＵＩＰＤ）」などの既存
の国際的議員ネットワークとの協力関係に
あるということであります。

　ぜひ、一人でも多くの議員の皆さまのご
参加を呼びかけます。添付の申し込み用紙
に記入のうえ、０３-３５００-５３６０にＦＡＸにして
下さい。電子メール・アドレスをお忘れなく。
また、別紙案内の設立総会にご出席下さ
い。

２００２年７月１７日
　呼びかけ人（順不同）

鈴木恒夫（衆、自民）
岡田克也（衆、民主）
赤松正雄（衆、公明）
金子哲夫（衆、社民）
松本善明（衆、共産）
中村敦夫（参、みどり）
山本一太（参、自民）
土肥隆一（衆、民主）
江田五月（参、民主）
高野博師（参、公明）
東門美津子（衆、社民）
河野太郎（衆、自民）

「核軍縮議員ネットワーク」
参加のお誘い

ロッパ・コーディネーター、梅林宏道が東
アジア・コーディネーターとなって、具体
化を進めてきた。

情報ネットワーク

　ＰＮＮＤは、「議員同士が資料と情報を
共有し、戦略を発展させるための協力を
行い、核軍縮のための諸活動に参加し
てゆくための超党派のひろば」と定義さ
れている。とくに政治的綱領のようなもの
は設けず、議員同士が必要あれば、呼び
かけ合って何かを始めることのできる場
を作ろうというのがＰＮＮＤの趣旨となっ
ている。
　そのために、ウェブサイトの充実を
図っており、核軍縮に関して、主要な条
約、各国議会決議・法律、国連決議、国
際司法裁判所の文書、各国議会議事録
などが参照できる。＜www.pnnd.org＞が
ＵＲＬである。最低限の入門情報は、アラ
ビア語、ドイツ語、英語、スペイン語、フラ

ンス語、イタリア語、日本語、ロシア語、ス
ウェーデン語など１１か国語で載せてい
るが、主体は英語である。
　ウェブサイトの他には、「議員と核兵
器」という議員用冊子を発行するととも
に、不定期の状況報告を行っている。
　参加議員数は、最新の情報で３３か国
から１４４人と報告されている。日本の議
員の参加で大幅に増えるであろう。参加
議員は基本的に個人が直接にコーディ
ネーターや他の議員と連絡を取り合うこ
とになる。しかし、日本のように、国内ネッ
トワークを形成する例も増えて行くだろ
う。今のところは、ニュージーランドで国
内の非公式な連絡体制が生まれてい
る。
　地域会議や世界会議の開催も計画さ
れている。

日本ネットワーク

　日本では、上掲のように６党から１２人

の議員が呼びかけ人となって「核軍縮
議員ネットワーク・日本（ＰＮＮＤ日本）」が
結成された。このように、議員自身が呼
びかけ人となって国内ネットワークが形
成されるのは、日本が初めてである。７月
２４日に議員会館で総会を開いて会長な
どを選出するが、呼びかけ文にある通り、
河野太郎（自）事務所が事務局となる。
　日本の場合、国際ネットワークとの関
係を考えるときに、どうしても言葉の壁が
障害となる。アラン・ウエアからの提案や
問い合わせなど、各議員個人との直接
のコミュニケーションには限界がある。そ
こで、日本独自のネットワークを機能さ
せ、日本語での情報流通を確保すること
になった。また、将来的には、日本からの
発信における言葉の問題も、解決して行
かなければならないであろう。
　また、当然のことであるが、名前だけ
のネットワークにならないように、という率
直な意見も準備期間に出されていた。
ネットワークの人数が増えるよりも、その

資料
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勧告
　中堅国家はＮＰＴ（核不拡散条約）のも
とにおける核軍縮・不拡散の目的を履行
するために、次の優先的な措置を達成
するよう努力すべきである。

　　戦略兵器の削減：　削減された弾
頭と運搬システムが、透明で検証可能
な方法によって不可逆的に解体されるよ
う、２００２年５月の米ロ戦略兵器条約をＮＰ
Ｔの原則にしたがって履行すること。ま
た、核兵器システムの作戦上の地位を
いっそう低くするというＮＰＴ上の誓約を
守り、配備されている残余の核兵器の警
戒体制を解除すること。

　　ミサイル防衛の規制とミサイルの不
拡散：　核軍備管理・軍縮の過程を破
壊することを避け、すべての者にとって
安全保障が損なわれないという原則を
促進するため、ミサイル防衛計画につい
て交渉すること。また、北朝鮮との交渉の

ような特別協定を通して、さらには、ミサ
イル飛行テストのモラトリアムや軍縮と不
拡散の目的を結合させたミサイル規制
体制案を作成することを通して、ミサイ
ルの拡散を阻止すること。

　　戦術兵器の削減：　ヨーロッパに配
備されたＮＡＴＯ管理下の米核爆弾を一
方的に撤去すること。次のような手段を
通じて、米ロの戦術核を規制するより広
範な過程を創造すること。（ａ）１９９１－２年
の大統領イニシャチブに関する報告、
（ｂ）検証を含め、そのイニシャチブを公
式化すること、（ｃ）ＮＡＴＯの提案にした
がって、核兵器の準備態勢、安全性、戦
略以下（サブ・ストラテジック）の戦力に関
する相互の情報交換をすること、（ｄ）非
戦略核兵器の削減について米ロ交渉を
開始すること。

　　核兵器の不使用：　非核兵器国に
対する核使用など、米国の核態勢見直

しに見られるような核兵器の使用選択肢
の拡大傾向を阻止すること。米国との多
国間、あるいは二国間同盟において、核
兵器の第一（先制）使用やその準備態勢
に参与・支援することに対する、中堅国
家の絶対的拒否を確立すること。

　　核実験の禁止：　核実験のモラトリ
アムを順守すること。包括的核実験禁止
条約（ＣＴＢＴ）を発効させること。ネバダと
ノバヤゼムリャの核実験場を閉鎖するこ
と。安全保障における核兵器の役割縮
小という２０００年誓約や、核軍備競争の
中止というＮＰＴ第６条義務に反する、新
型核兵器、あるいは改良型核兵器の開
発を放棄すること。

　　核分裂物質の規制：　テロリストに
よる核装置や核物質使用の脅威が迫っ
ているという強い危機意識をもって、次
のことを行うこと。（ａ）兵器使用可能な核
分裂物質と核兵器に関する世界的な目
録を完成するという目的をもって、ＮＰＴ
の透明性、不可逆性、検証の諸原則にし
たがって、核分裂性物質の保有量に関
する計量と管理の過程を世界規模で創
出すること、（ｂ）核分裂物質の禁止に関
する交渉を開始すること、（ｃ）核物質や
施設のテロ行為への防護を強化するた
め、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の８項目計
画のための資金拠出の権限を与え、資
金を増加すること。（訳：ピースデポ）

新しい戦略的文脈における
核軍縮・不拡散における優先課題

働きを通じて議会に影響力を強めるよう
な存在になって欲しいと思う。
　また、超党派であることは、複雑な政
治問題では、ややもすると「易きにつく」
危険を伴う。しかし、超党派の積極的な
意味は、地球的観点に立つということで
あろう。核兵器廃絶はまさにそのような課
題であり、地球的観点からの政策の深化
と提案を期待したい。
　被爆国日本の議員が、核兵器廃絶の
目的に対して負っている国際的な役割
は大きい。それだけに、期待も大きく、影
響力も大きいだろう。

日本での具体的な課題

　以下には、さまざまなレベルでの具体
的な課題を列記しておきたい。
１．毎年のＮＰＴ会議の前、あるいは国連
第一委員会（軍縮）のまえに、国会にお
いて核軍縮問題の議論を行うこと。外

務委員会の小委員会という考え方も
あるだろう。
　　とくに、２０００年ＮＰＴで合意された定
期報告の中味、また国連決議をめぐる
議論を必ず行うべきである。

２．ＮＰＴ会議への政府代表団のなかに、
国会議員の参加枠を確保すること。会
議の意志決定に参加できなくても、内
部で意見を述べる機会は与えられる
し、将来の国会議論を有効にするの
に役立てることができる。
　　ニュージーランドなどでは、先例が
ある。

３．ＮＧＯとの定期的な対話の場を確保す
る。国の内外のＮＧＯとの連帯は、議員
ネットワークにとって、政策開発に有益
な機会である。ＮＧＯ側も、議員との間
に好い意味の切磋琢磨の関係を築く
アプローチが求められる。

４．日本の核兵器政策は、長い間、官僚
主導で形成されてきた。その変革をめ

ざすべきである。ＰＮＮＤの国際人脈を
通じて、官僚ルートではない海外の意
見に接する機会を、積極的に増やし
て欲しい。

５．日本が、被爆国であるにもかかわらず
日本の安全保障を米国の核の傘に依
存していることについて、議員は国際
的に必ず問われることになる。
　　将来的に、非核法や東北アジア非
核地帯建設など、議員立法の提案に
つながるような発展を望みたい。

６．市民の立場からは、選挙区の国会議
員に対してＰＮＮＤへの参加や、積極
的な関与を求めること、その報告を聴
くことなど、対話のパイプとして活用す
ることが大切である。
　　市民の自治体が非核宣言自治体
である場合、ＰＮＮＤ議員と自治体との
接点や協力関係を作ることも、選挙区
市民の取り組むべき新しい課題であ
る。（梅林宏道）

１

２

中堅国家構想（ＭＰＩ） ２００２年６月

３

４

５

６

（以下は、１１ページにわたるＭＰＩ解説文書の「勧告」部分の全訳である。）

新アジェンダ諸国及びその他の中堅国政府へ

●Ｍ

●Ｍ
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有事法制・マエダ便
第８便

前田哲男

継続審議、今後の課題

次期国会へ「先延ばし」
　政府与党は７月１８日までに、衆議院
「武力攻撃事態対処特別委」に上程され
た有事関連３法の今国会成立を断念し、
継続審議とする方針を確認したという。
審議未了・廃案には一歩及ばなかった
が、これで小泉人気にあやかりながら
「備えあれば憂いなし」のキャッチコピー
一本で有事法案を成立させようとした政
府のもくろみは、とりあえず阻止されたこ
とになる。「周辺事態法」から「ＰＫＯ協力
法」改正、「テロ対策特別措置法」へとつ
づいたここ数年の逆流現象を振り返ると
――審議中に続出した“敵失”による僥
倖要因も働いたとはいえ――近来にな
い“護憲・反戦”世論の盛り上がりが確認
できたことは大きな成果だった。とくに６月
にはいって４００をこす地方議会からの
“法案撤回決議”や“反対・慎重審議決
議”が採択され、地方公聴会で圧倒的な
反対意見の開陳がなされたことは、政府
与党の足をすくませるのに十分な圧力に
なった。６月以降国会審議が急に失速し
た背景には、間違いなく地域からの異議
申し立てが作用している。

　しかし有事法制問題は終わったので
はなく、先延ばしされたに過ぎない。次期
国会以降に新規蒔き直しが図られると
覚悟しておかなければならず、その間に
さまざまな駆け引きや“化粧直し”の策動
がなされるであろう。だからここで気を緩
めるのではなく、「水に落ちた犬は打て」
の構えを取りつづける必要がある。

二つの「仮面」
　今回の法案は二つの“仮面“をつけて
いた。

　自衛隊の海外派兵と集団的自衛権

行使を包み隠す“武力攻撃予測事態”と
いう眼差しを欠いたあいまいな表情の
仮面、および武力攻撃から国民の生命・
財産を保護する“国民保護法制”という
触れ込みの一見やさしそうな仮面であ
る。その実、片方は“偽りの仮面”であり、
もう一方は“空っぽの仮面”であった。法
案が未成立に終わったのは、仮面の下
にある実像が見破られたからにほかなら
ない。すなわち“日本有事”という想定を
示しつつ、実際はアメリカの戦争に自衛
隊を加担させる“国産牛肉擬装事件”と
同じ構図がまず明らかになり、ついでそ
の効果的な遂行のために地方自治や基
本的人権を“国民保護法制”の名分下、
国家総動員体制に組み込む統治システ
ム組換えの仕組みが暴露されていった。

　審議開始冒頭における“武力攻撃が
予測される事態とは周辺事態と重なり合
う状態である”という防衛庁長官答弁に
よって、法案の目的が、アメリカのイラク
攻撃への参加をも念頭に入れた海外派
兵にあることを国民は知った。あいまい
な表情の仮面は、集団的自衛権行使に
道を開く策略だったのである。同時に、も
う一つの仮面には国民の生命、身体及
び財産を保護する“事態対処法制”の制
定が掲げられながら、その中身はといえ
ば、「この法律の施行の日から二年以内
を目標として実施するものとする」という
先送りが示されているだけのガランドウ
で、政府に地方権限の白紙委任を求め
る冷酷な正体が読みとれた。法案成立
後は、国民生活の安全や権利保護より
“指定公共機関”＝民間企業への業務
従事命令、物資保管命令が優先される
だろうこと、また地方公共団体に対する
首相の指揮、代執行権確立につながる
運用戦略の本質部分が、地方自治体の
長や労働組合に時がたつにつれひろく
認識されることになった。連合が最終段
階になって廃案要求に踏み切ったのも、
ここまであからさまになれば無関心でい
られなくなったからであろう。

秋に開く「第二幕」
　こうして有事法制国会審議の第一幕
は、政府の敗北に終わった。憲法を無視
し国民をあざむく偽りと真空の仮面劇
が、みずからを滅ぼす墓穴を掘ったので
ある。それは映画『カンダハール』のメッ
セージ――「アフガニスタンの仏像は破
壊されたのではない。恥辱のあまり崩れ
落ちたのだ」を思い起こさせる。同時に
そこでは憲法を破壊するような法案を提
出した政府だけでなく、憲法に対する大
労組の無関心も批判されているのであ
る。

　やがて第二幕が開く。次回は“国民を
守る手立て”が前面に押し出されるのは
確実だ。先送りされた警報の発令、避難
の指示、被災者の救助、社会秩序維持
などを盛り込み、“民間防衛活動”や“自
主防災組織”創設をかかげるニューモ
デル有事法案がやってくる。それにどう
対応するか。国土戦を想定し、自衛隊へ
の後方支援を要求する次の対決の場
“国民保護法制”に、護憲の立場から反
対を貫く論拠を固めておかなければなら
ない。それには歴史に学ぶ必要がある。
沖縄戦で住民がどう扱われたか、“満州
の残留孤児”はなぜ生まれたのか、自衛
隊が、それら旧日本軍の行為を自己批
判し克服した軍隊であるか、また、そもそ
も軍隊によって住民生活が守られ得るの
か、さらに自衛隊でなければどんな組織
が有効なのか――外にも内にもきびしく
問う視点を準備しておかなくてはならな
いだろう。（２００２．７．２２）
★マエダ便はここでひとまず「仮とじ」で
す。

イラスト：志水奈那子
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反対した。議長がハイドの主張をとった
ので、クシニッチ決議案を議題として取
り上げるかどうかが採決に付され、２５４－
１６９で決議案は議論することなく葬られ
た。議題にすることに賛成した１６９は主と
して民主党だったが、一部の共和党議
員も賛成した。
　この結果をふまえてクシニッチ議員
は、同僚３０人と共にブッシュ大統領・パ
ウエル国務長官・ラムスフェルド国防長

官を相手取って訴訟に踏み切った。３１
人は全て民主党下院議員で、アフガニ
スタン戦争に唯一人反対したバーバラ・
リーも加わっている。上院議員は結局誰
も参加しなかった。訴状は、ＡＢＭ条約の
意義についてかなりの紙面を割き、軍縮
協定の枠組を決めていることを強調して
いる。その上で裁判所が、大統領のＡＢ
Ｍ条約からの脱退は下院の過半数と上
院の３分の２によって承認されるまで無効
であると宣言し、その承認を受けるまで

国務・国防両長官とその属僚がＡＢＭ条
約を侵す行動を取らないよう命令するこ
とを求めている。
　カリフォルニアの核時代平和財団のク
リーガー所長はこの提訴について、反対
する者がいなければ大統領は次には憲
法を無視するに至るだろうといって、「提
訴した議員達の並 な々らぬ勇気」を讃え
ている。この「並 な々らぬ」言葉使いは、
今のアメリカ社会の空気を示すものなの
かも知れない。（白鳥紀一）

　本書は、核軍縮の問題を国際政治
学の立場から長年にわたって研究して
きた著者が、冷戦が終わり１０年以上が
過ぎてもなおわれわれが「核兵器との
共存」を強いられ続けている現状を分
析し、その結果明らかにされた世界に
現実に存在する条件を出発点にして
「核兵器撤廃への道筋」を示そうとした
試みである。われわれは本書から、冷
戦が終わった後の世界には核兵器を
めぐってどのような問題が起こってきた
のか、それらを解決するためのどのよう
な動きが世界でみられるのか、近い将
来に核軍縮は実現されるのか、といっ
た疑問について、全体にわたるバラン
スの取れた見取り図を得ることができ
る。この本は、学術的な研究書というよ
りはむしろ一般読者を対象とした図書
であるが、扱っている問題の性格を反
映して、語られる内容は濃く、著者の展
開する議論はときに複雑となる。しか
し、核兵器を撤廃することは望ましく、

必要であり、しかも可能である、という
著者のメッセージは明確である。
　本書はまず、核兵器が誕生し、ヒロシ
マ・ナガサキの悲劇を生んでから現在
に至るまでの間に、どのような核軍縮の
試みがあり、それらがどのような成果を
あげ、一定の成果をあげながらも核兵
器の撤廃に至らなかったのはどのよう
な理由によるのか、を論じる。著者が強
調するのは、これまで核兵器の存在を
正当化しその撤廃を阻む障害となって
きたのが「核抑止論」であり、その概念
があいまいでさまざまに異なった意味

杉江栄一著『核兵器撤廃への道』
（かもがわ出版、２００２年４月）

書評

山田康博（大阪外国語大学）

核兵器や核軍縮を
考える上で必読書

uç１ページ右下からつづく

ピースデポの本

Ａ５版、２２６ページ。定価１８００円＋税
ピースデポ会員価格：１５００円
　　（送料別、１冊の場合は３１０円）

★ご注文はピースデポへ。

で使われる点で
ある。「報復第二
撃」こそが核抑止
である、と定義す
ることを出発点に
して著者が展開
していく「核抑止論」批判（第３章）は、
本書の最も難解な部分であり、読者は
辛抱強く著者の議論を追っていく必要
があるだろう。
　次に本書は、とくに冷戦終結後に顕
在化してきた、核兵器撤廃を必要とし
またそれを可能とする条件を分析し、
それらの条件を生かして世界を核兵
器の撤廃へと向かわせるにはさらにど
のようにしたらよいのかを検討する。１９
９６年に国際司法裁判所がだした核兵
器に関する勧告的意見をはじめとする
いくつかの核兵器保有に対する批判
や、「新アジェンダ連合」などの核軍縮
をめざした国際政治上の新しい動き、
また非核兵器地帯が地球上に拡大し

つつある過程が、１９９０年代にでてきた
核兵器撤廃への機運としてここで紹介
される。著者はさらに、核兵器の撤廃を
可能とする条件をいっそう豊かにする
手立てとして、実戦配備されている核
兵器の警戒態勢の解除や、兵器用核
分裂性物質の保有禁止などの具体的
な措置を提唱する。これらの措置が目
指す方向とは逆に、現在アメリカが進
めようとしているミサイル防衛は、核兵
器撤廃への道を逆行するものである。
著者は「核兵器がなくなればミサイル
防衛も必要でなくなる」と述べて、核兵
器撤廃へ向けた交渉がミサイル防衛
の開発よりも優先すべきである、と説く。
　さて、多くの努力が実って核兵器の
撤廃がひとたび実現したとして、それ
を将来にわたって維持していくことは
可能だろうか。著者は周到にも、核兵器

が存在しない世
界を維持していく
ための現実的な
方法についても、
示唆を与えてくれ
る。例えば、科学技

術者や一般市民による検証過程への
参加を奨励し保証する「市民的検証」
が、著者があげるそのような方法の一
つである。
　核兵器を撤廃することが望ましく、必
要であり、可能である、という著者の議
論は、説得的である。本書において著
者は、「核兵器撤廃への道筋」を示す
試みに成功している、と評価できる。こ
の本は、核兵器や核軍縮の問題を考え
る上で必読書としての地位を占めるこ
とになるだろう。また、本書巻末の参考
文献一覧は、さらに深く考えていこうと
するとき有益な手掛かりとなる。

●Ｍ



6 １９９６年４月２３日第三種郵便物認可 毎月２回１日、１５日発行２００２年７月１５日 第１６７号 核兵器・核実験モニター

日  誌
２００２.６.２１～７.５

ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議／ＩＡＥＡ＝国際原子力
機関／ＩＣＣ＝国際刑事裁判所／ＭＤ＝ミサイル
防衛／ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構／ＰＫＯ＝平
和維持活動／ＷＢ＝ホワイトビーチ／ＷＭＤ＝大
量破壊兵器

(作成:中原聖乃、竹峰誠一郎、中村桂子）

次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､川崎哲(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子､白鳥紀一、竹峰誠一郎、津留佐和子、中原聖乃、中村和子、
山田康博、梅林宏道

ＡＢＭ＝対弾道ミサイルシステム
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
ＭＰＩ＝中堅国家構想
ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構
ＮＧＯ＝非政府組織
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＰＧＡ＝地球的行動のための議員たち
ＰＮＮＤ＝核軍縮議員ネットワーク

今号の略語

ピースデポの会員
になって下さい。

会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

ピースデポ電子メールアドレス
事務局＜office@peacedepot.org＞
梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
川崎哲＜kawasaki@peacedepot.org＞
中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞

●６月２１日　ロ原子力省、北極圏ロ領ノバヤゼム
リャ島に核廃棄物貯蔵場建設を最終承認。
●６月２２日　マハティール・マレーシア首相、党総
裁辞任を表明。２５日、１０月までの留任を発表。
●６月２４日　米海軍主催の「環太平洋合同演習
（リムパック）」、ハワイで開始。ミサイル発射訓練な
どに海自含む８カ国が参加。　
●６月２４日　イスラエル軍、パレスチナ自治政府
議長府再包囲。
●６月２４日　ブッシュ米大統領、新中東和平構想
発表。アラファト議長退陣条件に、パレスチナ暫定
国家樹立容認。
●６月２４日　ウクライナのピロシコフ国家安保防
衛会議書記代理、１１月にＮＡＴＯと「特別な協力関
係に入る」と語る。
●６月２５日　カナダ、カルガリーで日米首脳会談。
首相、「大統領の中東和平の決断を評価する。」
●６月２５日　ＩＡＥＡ、旧ソ連圏内で放置されて行
方不明となっている放射線物質の特定、回収など
を実施する作業チームを結成したことを明らかに。
●６月２５日　朝鮮戦争開戦５２周年。韓国の金大
中大統領、早期の米朝対話再開へ期待表明。
●６月２６日　第十管区海上保安本部の巡視船、
奄美沖の不審船引き上げ作業のため現場に到
着。２７日、潜水艦二隻を投入し作業開始。
●６月２６日　カナナスキス（加）でＧ８サミット。２７
日、ＷＭＤと関連物質拡散防止対ロ支援で一致。
１０年間で２００億ドル、日本は２億ドルの拠出表明。
●６月２６日　ラムズフェルド米国防長官、記者会
見で戦略軍と宇宙軍を近く統合する方針発表。
●６月２７日　中ロ、ＣＤで宇宙兵器配備禁止条約
提案。米ＭＤ構想牽制。

●６月２８日　ロ国防相、北極付近の離島のノバヤ
ゼムリャのでの核実験の再開はないと発表。但し、
未臨界核実験は継続される。
●６月２９日　韓国と北朝鮮艇、朝鮮半島西岸沖
の黄海で一時銃撃戦。韓国兵２４人、北朝鮮、推定
３０人以上の死傷を韓国国防省が発表。
●６月２９日　金東信韓国国防相、事件は北朝鮮
側の先制攻撃と声明発表。
●６月３０日　北朝鮮の海軍司令部報道官、謝罪
要求を拒否。
●６月２９日　中国外務省、劉建超・副報道局長、
韓国と北朝鮮双方に冷静な対応を求める。
●６月３０日　「弾道ミサイルが奄美大島付近に着
弾」との未確認情報で政府一時緊張。首相、
「ちょっと心配したが、誤報とのことだった」。
●６月３０日　米国、国連安保理で、ボスニアのＰＫ
Ｏ部隊任期延長決議案に拒否権を行使。７２時間
のみの暫定的延長は可決。
●７月１日　ＩＣＣ設立条約、７４カ国批准で発効。
●７月１日　小泉首相と韓国の金大中大統領、首
脳会談で太陽政策の維持確認。
●７月１日　バウチャー米国務省報道官、銃撃戦
を北朝鮮側の「武力挑発」と避難。２日、１０日に予
定の北朝鮮への米政府代表団派遣撤回を発表。
●７月１日　ロ政府、００年８月原子力潜水艦クルス
クは魚雷燃料の爆発で事故発生と最終結論。
●７月２日　ラムズフェルド米国防長官、ＩＣＣに米
兵への訴追免除など特例なしには、今後部隊をＰ
ＫＯに派遣しない意向明らかに。
●７月３日　インドのシンハ外相、就任後初の記者
会見で、イスラム過激派の越境行為復活を非難。
パ外務省報道官、全面否定。
●７月３日　米、ボスニアＰＫＯ部隊を７月１５日まで
延長する国連安保理決議案に同意。決議可決。
●７月４日　国連事務総長、サブﾘ・イラク外相と大
量破壊兵器査察に関する協議をジュネーブ国連
本部で再開。

沖縄
●６月２１日　中谷防衛庁長官、記者会見で、「コ
ブラゴールド」への民間人参加問題について「防
衛庁として依頼したことはない。」　
●６月２１日　防衛施設庁、キャンプ・コートニー水
域のヒジキ鉛汚染問題で、人の健康に影響なしと
の調査結果を発表。

●６月２２日付　９．１１直後に米軍側が「安保の見
える丘」の閉鎖を嘉手納町へ打診していたことが
２１日までに明らかに。２４日、米軍、報道を否定。
●６月２２日　米強襲揚陸艦エセックス、揚陸輸送
艦ジュノー、揚陸艦フォート・マクヘンリー、勝連町
ＷＢに寄港。２４日に出港。
●６月２３日　５７年目の「慰霊の日」。糸満市摩文
仁で沖縄全戦没者追悼式。
●６月２４日　米嘉手納基地飛行場で、Ｆ１５戦闘機
の緊急着陸が目撃される。米空軍は「危険はな
かった」と周辺市町村に報告。
●６月２６日　国土交通省、２４日までに判明した米
軍有料バスの民間道運行について、「米軍に道路
運送法は適用しない」との見解示す。
●６月２７日　７２年の沖縄返還直後に、米国が日
本に支払うべき補償を日本が肩代わりするという
密約の存在を裏付ける米公文書が発見される。
●６月２８日　米海軍原潜ツーソン、ＷＢに寄港、同
日出港。
●７月３日　嘉手納基地報道部、遠征能力強化な
どを目的にした第１８航空団の大幅な組織再編の
実施（８月１５日）を発表。
●７月４日　県議、有事法制関連３法案の慎重審
議求める意見書案を全会一致で可決。
●７月５日付　県警が６月１６日に窃盗容疑で逮捕
した米軍「急使」を、日米合同委の合意事項適用
し、即日釈放していた。地元紙の報道。

頒　　　　価 ：　１，５００円
ピースデポ会員：　１，０００円
送料別。注文は事務所まで。

年鑑 核軍縮と非核自治体●２００２
監修：梅林宏道／前田哲男
発行：ピースデポ／Ａ４版、２１０ページ

核軍縮を考えるための座右の書。毎年必携の１冊。
１年間の世界の核軍縮動向がキーワードごとにまと
まっています。

●「米国の核態勢見直し（ＮＰＲ）」　
　　　梅林宏道
●「テロリズムと核兵器」　前田哲男
●「２００２ＮＰＴ準備委員会報告」
　　　ダグラス・ロウチ
　　　（ＭＰＩ議長、カナダ上院議員）

●キーワード（４４項目）、資料（３３点）も　
　さらに充実！

お待
たせ
しま
した
！！

◇◇◆◇◇

特別資料――
米・核態勢見直し（ＮＰＲ）

暴露部分全訳
モンゴルの非核法（全文）


